





土地調?事業研究通訊 = Comparative Study of Cadastral












2006 年 9 月 1 日、国史館にてわれわれ科研メンバーは「土地他項権利証明書存根」（以

























                                                  
1 なお、小稿の骨子は平成 19 年度科学研究費補助金（基盤研究 A・研究代表者片山剛）による活動の一環








































京市政府档案」321-1137 から 1142 として配列される同資料は、一件がタテ約 30 ㎝×ヨコ
13 ㎝の厚手の紙であり（図 1 参照）、これがほぼ 100 枚ごとに茶色の封紙でまとめられて
いる。 
これが国史館には総計約 4500 件収蔵されている。このうち 2007 年度の調査では、1・2














（1935）年の 9 月 2 日が最初のもので、
日本軍が上海に侵攻する民国 26




























































321-1137（1）～（9） 1 9 717
321-1138（1）～（6） 2 6 484
321-1139（1）～（8） 3 8 680
321-1140（1）～（12） 4 12 1064
321-1141（1）～（10） 5 10 907












は 160 件ほど抜け落ちている。また、民国 21（1932）年以降は計 8 区あったはずの（後述）
の南京市街区のうち、7,8 区のものは含まれていない。現在、国史館に残存している「存根」
は（表 1）に見えるように、1～6 区の総計 4500 件程度であり、今回収集したのはこのうち











まず民国 16（1927）年 7 月に、南京特別市土地局が設置され、地政の管掌機関となる。
ところが同年 10 月にはこの土地局が撤廃され、代わりに財政局内に土地課が開設されるこ











                                                  





1935: pp. 1-7 に依拠した。 





















じたのが数百件に止まったという。同 19（1930）年 1 月に同様の施策が試みられたものの、










a. 大三角測量――1929.3.12～4.14 実施。基線 7km・三角点 14 点を設定したのち、計
器不足により停止 
                                                  
10 前掲『南京市土地行政概況』pp.1-5。 
11 この点については、山本（1998）；笹川（2002）:第 4 章に詳しい。 
12 熊漱氷『土地整理綱要』江西省県政訓練所、1935:p.5。 
13 また 1932 年 4 月の土地局撤廃の場合、満洲事変発生という「国難」に伴う措置だった（前注所掲、『南
京土地行政概況』p.5）。 
14「南京市土地申報測丈登記及評価」（『地政月刊』2-10,1934）；前掲『南京土地行政概況』p.4。 
15 以下、前掲『南京土地行政概況』pp.9-11；「南京市土地申報測丈登記及評価」pp.2115-2121 に基づく。 
13





f.の「城市地籍測量」は、民国 20（1931）年 1 月より開始された、地籍整理に関わる測
量である。これにより、南京市内において測量を伴う本格的地籍整理が着実に進められた
わけである。その手続は以下の通り：①南京城内を交通路線に基づいて 5 区に分かち（地
図 1）、区ごと 20 段に分ける。②「登記総図（総産図。縮尺 1/3 万～1/5 万）」「分区図（分
産図。1/1 千～2 千）」「分段図（地産図。1/20～1 千）」作成。③測量 5 日前に「地積測量報
告単」を配布。業戸は四隣と会同のうえ境界を決定。④「分区図」上に測量した各戸境界
を記入。⑤面積の誤差を修正。 
以上の測量を経て、民国 23（1934）年 7 月より、
全市土地登記（「強迫登記」）が開始される16。半年
間を期限とし、市内を 8 登記区に分け 3・4 区より
着手（南京国民政府成立いらい、人口はここに集
中）、続いて同年 11 月より 2・5 区、翌民国 24





②期限内に未登記の者は 1 ヶ月の遅延ごとに手数料逓増、5 ヶ月を超えれば原則没収、とい
う措置を取った18。やがて民国 24（1935）年 3 月の段階で、1 万 3000 餘戸（「全市戸地の半






                                                  
16 以下、「京市土地登記開始後」（『地政月刊』2-8,1934:p.1248）；前掲「南京市土地申報測丈登記及評価」
pp.2124-2128；「南京市土地行政概況」pp.688-689 に拠る。 














1,6 8209 1159 65
2,5 6492 1104 26
3,4 7551 3995 658
7,8 528 11 0





 民国 23（1934）年 6 月施行の「南京市政府土地登記暫行辦法」の規定では22、登記内容
は所有権・地上権・永佃権・地役権・典権・抵押権の 6 種類（後 5 者は所有権確定後、有












てきたが、民国 20（1931）年には、21 箇所の区が設けられていたが、翌 21 年にはこれら

















                                                  
22 以下、前掲「南京市土地申報測丈登記及評価」pp.2125-2132 に拠る。 
23 以下南京の「区」制については王（2001）:pp.60-62,72-79 に依拠した。 
24 前掲「南京市土地申報測丈登記及評価」pp.2124-2125。 









































                                                  
26 鄭（2007）pp.62-70；今上（1988）:p.152. 





31 第二次民律草案以降における「不動産質権」の扱いについては Huang（2001）:p.134 参照。 
32 債務不履行による所有権移転が、債権者の土地集積に直結するとして忌避されていたという Huang 
（2001）: pp.133-135 参照。 
（表 3）物権構成の変遷（李（2003）に依拠） 
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1. まず地目（土地種類）としては、「宅地」が圧倒的に多い（表 4）。 




区全体での平均値は 1.057 市畝、つまり約 698 ㎡に相当し、市内の宅地細分化がさほど進
行していなかったのかもしれない38。 
                                                  
33 渡邊（1953）:p.120。 
34 眭（2005）pp.121-136. 
35 2 区存根データの入力には大阪大学大学院院生諸賢の協力を仰いだ。 
36 南京市政府編『首都市政』南京市政府,1948：p.7 によれば 1928 年における南京市内の人口が 49 万 7526



































































京市街地の地価高騰が想定できる。1928 年から 1933 年の間に、南京市の総地価は 1 億 5900
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 （地図 3）南京城内東部拡大図 








 （地図 4）首都城内分区図 
（国都設計技術専員辦事処編『首都計画』1928；南京出版社より 2007 年に復刻） 
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